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経済学研究 48-4

北海道大学 1999.3

公共資本の生産性に関する経済分析*

西村 工ラ

1.はじめに

公共資本が生産性を向上させる効果につい

て， 1980年代後半から関心が高まってきてい

る。この背景には， 1970年代以降に先進工業諸

国，特にアメリカの生産性上昇率が低下してき

た理由をどのように説明するかという問題があ

る。既存研究では，生産性上昇率の低下の原因

として次のような要因が検討されてきた。資本

ストックへの投資が不適切であること，稼働率

の低下，エネルギー価格の上昇，労働力構成の

変化，研究開発費の減少，技術進歩率の低下，

サービス産業化，生産量の測定が不適切である

こと(特にサーピス産業)，労働力や資本スト

ックの質の向上の測定が不適切であることなど

である。

関心が高まるきっかけとなったのは， As-

chauer (1989)の論文である。彼は1949年から

1985年までのアメリカの年データを用いて公共

資本を含んだ生産関数を推定した結果，公共資

本への投資不足が生産性低下の一因であると主

張した。彼の推定結果では，公共資本を 1%増

加させると全要素生産性は0.39%上昇すること

になる。当初行われていた研究の多くは，生産

関数の推定が中心であったが，その後，費用関

数，利潤関数，時系列分析など様々なアプロー

チからの実証研究が行われている。また，推定

に用いられるデータも国家レベル，地域，都市，

*)本稿への貴重な助言をいただいた東京大学 井堀利

宏教授，財団法人計量計画研究所国久荘太郎理

事に感謝いたします。

田雅敏

産業など様々であり，公共資本が生産性に与え

る影響については現在まで一致した結論は得ら

れていない。

本稿は， Aschauer以降の公共資本の生産性に

関する研究動向を概説し，今後の研究課題につ

いて検討することを目的とする 1)。本稿の構成

は以下の通りである。第2節では，公共資本の

生産性を計測する理論的枠組みについて，生産

関数，利潤関数，費用関数を用いた3つのアプ

ローチを“双対"理論の観点から整理する。第

3節では，生産関数を推定することによって公

共資本の生産に対する弾力性を導出する生産関

数アプローチについて， Aschauer (1989)の研

究を中心に述べる。第4節では，企業の最適化

行動に基づく費用関数・利潤関数を推定するこ

とで，公共資本が生産性に及ぼす影響を分析す

る費用関数・利潤関数アプローチについて，

Morrison and Schwartz (1996)， Lynde and 

Richmond (1993)の研究を取り上げる。第 5

節では，生産関数アプローチ等とは異なり，事

前に経済構造を想定する必要のないVARモデ

ルによる研究について述べる。第6節では，日

本での実証研究事例を紹介する。

2.理論的枠組み

経済全体の生産関数を

1 )公共資本の生産性に関する海外の研究事例に関して

は， Sturm， Kuper and Haan (1996)が詳しい。
本稿で取り上げなかった研究についても紹介されて

いる。
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Y = F(K，L， G) (1) 

とする。ここで yは生産量，Kは民間資本，

Lは労働 Gは公共資本である。関数Fが

(K， L) に関して一次同次(収穫一定)で

あれば，公共資本は“環境創出型"と呼ばれ，

また関数Fが (K，L， G)に関して収穫一

定であれば，公共資本は“未払い要素型"と呼

ばれる(Meade，1952)。生産関数アプローチ(3 

節参照)では関数Fの各パラメータが直接推定

され，公共資本の限界生産性 FGが推定される。

民間部門は公共資本Gを所与として，(K， 

L) に関して利i聞を最大にする。その際，公

共資本が“環境創出型"であれば，民間部門の

利潤最大化の結果，生産物の価値は全く公共資

本には帰属しないが，公共資本が“未払い要素

型"であればそうではない。後者の場合に政府

が公共資本の使用料を課せば，その分だけ民間

資本の利潤が減少する。以下では，公共資本は

無料で供給されていると想定しよう。利潤は，

7r=pF(K，L，G)-rK-wL (2) 

で表されるO ここでpは生産物価格 rは利

子率 wは賃金率である O 利潤最大化の結果，

長期利潤関数

日=日(pぅr，w，G) ( 3 ) 

が得られる O 包絡線定理より長期における生産

物の供給関数，生産要素の需要関数

日p(p，r， w， G) =π'p = Y， 

11r(Pぅr，w，G)=ゎ =K，
TIw(P， r， w， G) = 7rw = L 

(4・1)

(4・2)

(4・3)

が得られる O 同様にして，公共資本の長期利潤

への限界的な効果

TIG(P， r， w， G) = 7rG = pF G ( 5 ) 

が導かれる。かくして，利潤関数を推定すれば，

この式から公共資本の限界生産性んを推定す

ることができる。利潤関数アプローチ (4節参

!照)ではこの方法が用いられている。

これに対して，費用関数アプローチ (4節参

照)と呼ばれるFGのもう一つ別の推定方法を

以下で説明しよう。費用最小化問題の結果とし

て，短期及び長期費用関数

CS = CS(Y，w，G)+rK， 

cL =CL(Y，r，w，G)=哩nCS
(6・1)

(6・2)

が得られる。以下では長期を考えよう。費用最

小化問題のラグランジュ関数と最適化されたそ

れをそれぞれ

ゆ(L，K; Y， r， w， G ，入)，

φ(Y， r; w， G，入)，
(7・1)

(7・2)

というように表現すれば，包絡線定理より

cf =φy-ゆy-入，
crL =φ ゆr= K， 
c; =φw-九 =L

(8・1)

(8・2)

(8・3)

が導出される。ここで，入はラグランジュ乗数

で，長期限界費用を意味する。また，同様にし

て公共資本の長期費用への限界的な効果

cf; =φG-先=入FG = -cf F G ( 9 ) 

が導かれる。かくして，費用関数(6・2)式を推

定すれば，この式から公共資本の限界生産性

FGを

cf; 
F口= 一年 (10) 
cy 

というように推定することができる O この方法

が費用関数アプローチである O

ところで，長期費用関数を考慮すれば，長期

利潤を

7r = pY -CL(y， r， w， G) (11) 

というように表現することもできる。 Yに関す

る利潤最大化条件は，限界費用が価格に等しく

なることである。すなわち，

cf =p (12) 

包絡線定理より，
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ITo(P， r， w， G) = -c!; (13) 

が導かれる。(9 )式と (12)式を考慮すれば， (13) 

式は以下のように変形される。

日o(p，r，w，G)=-c!;=cfFo=pFo (14) 

これは， ( 5 )式と同じである。このようにして，

“双対"理論の観点からは費用関数による公共

資本の限界生産性の推定アプローチは，利潤関

数によるそれと結果は同一である。

3.生産関数アプローチ

(1 )Aschauerの研究

生産関数アプローチの代表的な研究はAs-

chauer (1989)である。このアプローチでは，

公共資本を含んだ生産関数を推定し，そのパラ

メータから公共資本が生産性に与える影響が計

測される。既存研究の多くでは，生産関数は次

式のコブダグラス型が用いられている。

Yt = At Lt
eL 
K
eK 

GtG (15) 

ここで，Ytは生産量，ムは労働，Ktは民間資

本，Gtは公共資本，Atは技術進歩である。ま

た，eiは生産要素 1の生産量に対する弾力性

を示す。自然対数に変換すると次式を導ける。

Yt = at + eLlt十 eKkt+ eogt (16) 

ここで，小文字は自然対数をとった変数を示

す。

Aschauerは，生産関数の規模に関する収穫に

ついては，労働と民間資本に関して収穫一定の

場合と，公共資本を含んだ全生産要素に関して

収穫一定の場合の2種類を検討している。生産

関数が民間部門の生産要素である労働と民間資

本に対しては規模に関して収穫一定であるが，

公共資本をも含めた全生産要素においては規模

に関して収穫逓増と仮定する場合には，労働と

民間資本の限界生産性に応じて生産物は全て民

間部門に分配される。この場合には， (制式は以

下のように書き換えられる。

Yt -kt = at + eN(lt一九)+ eogt (17) 

一方，生産関数が公共資本を含んだ全生産要

素について規模に関して収穫一定であると仮定

すると，労働と民間資本の限界生産性に応じて

生産物を分配すると，生産物は完全には分配さ

れなくなる。この場合には， (16)式は次式のよ

うに表すことができる。

Yt一九 =at + eN(lt一九)+ eo(gt -kt ) 
(18) 

彼は，公共資本を含んだ全生産要素について

規模に関して収穫一定の場合の(18)式を基本と

して，その妥当性を検討している。彼が推定し

た式は，景気循環の影響を除去するためには8)

式の変数に稼働率を加えた式である。推定に用

いられたデータはアメリカの1949年-1985年の

年次データである。

推定結果から，規模に関する収穫の仮定につ

いては，公共資本を含んだ全ての生産要素につ

いて収穫一定の仮定が妥当であるとされてお

り，公共資本の生産に対する弾力性は0.39，労

働の弾力性は0.35，民間資本の弾力性は0.26が

得られている。これは，労働と民間資本が一定

のときに公共資本が1%増加すると，生産量は

0.39%増加することを意味しており，公共資本

が生産性に与える影響はたいへん大きい。推定

期間を変えた場合でも，公共資本の弾力性は

0.38-0.56であり，推定期間の変更に対して頑

健である。また，全要素生産性を被説明変数と

した場合でも公共資本の寄与は大きいと推定さ

れている。

公共資本をいくつかの部門に分けて推定した

場合には，中核的社会基盤(道路，空港，電気，

ガス，輸送機関，水道等)の弾力性は0.24，病

院は0.06，他の建築物(オフィスピル，警察，

消防，裁判所等)は0.04である。軍事資本スト

ックは生産性を説明できない。

(2)生産関数アプローチの課題
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Aschauer (1989)以降の生産関数を用いた研 第2に，公共資本と生産性の関係は見かけ上

究の多くは，公共資本が生産性に正の影響を与 にすぎない可能性がある。つまり，公共資本と

えているという結果を得ている。既存研究で 生産性は共に 他の要因によって低下している

は，国家レベルの時系列データと地域レベルの のかもしれない。既存研究の多くは，データの

時系列クロスセクション・データを用いて生産

関数が推定されており，公共資本の弾力性は地

域レベルで推定した場合の方が小さい。Munnell

(1990)は，アメリカの48州の時系列クロスセ

クション・データを用いて，公共資本の弾力性

を0.15，民間資本の弾力性を0.31と推定してい

る。

クロスセクション・データの利点は，見かけ

上の相関といった時系列データの問題を軽減で

きることである。一方，クロスセクシヨン・デ

ータでは，各地域の立地条件や天候等の特性の

違いを生産関数の推定に反映させる方法によっ

て推定結果が異なる可能性がある。また，ある

地域の公共資本は周辺の他地域の生産性に対し

でも影響を及ぼすことが考えられるが，クロス

セクション・データを用いた研究ではこのよう

なスピルオーバー効果はあまり考慮されていな

い。 Munnell(1992)は，このスピルオーバー

効果が地域レベルのデータから推定された公共

資本の弾力性が国家レベルの推定値より小さい

理由として挙げている。

以上の生産関数アプローチには多くの課題が

指摘されている。第 1に，国家レベルのデータ

から推定された公共資本の弾力性は過大で、ある

可能性が高い。公共資本の限界生産力 MPGは

次式で定義される。

Y一

G
G
 

E
 --

G
 

P
 
M
 

(19) 

Aschauer (1989)の推定した公共資本の弾力性

から限界生産力は l以上と考えられ，公共資本

の増加は，それ以上の生産量の増加を引き起こ

すことになる。さらに，彼の推定した公共資本

の弾力性及び限界生産力は，民間資本のそれよ

りも大きいので妥当性に欠ける 2)。

2) Gramlich (1994) を参照されたい。

定常性あるいは共和分の関係にあるかどうかを

検討していない。

第3に，公共資本と生産性の因果関係が明ら

かでない。生産関数の推定結果は，公共資本の

増加によって生産性が上昇するという因果関係

を表すものではなく，生産性の上昇によって公

共資本への需要が増加していることを表してい

るのかもしれない。

第4に，生産関数アプローチでは労働，民間

資本，公共資本等の生産要素は外生であるが，

これらの生産要素は生産量と同時決定されるも

のであるため，推定値にはバイアスが生じる。

第5に，生産関数アプローチでは生産要素以

外で生産性に影響を及ぼす要因を分析に取り入

れることが難しいことである。 70年代の石油危

機のように，エネルギー価格は生産に影響を及

ぼすと考えられるが，生産関数では十分に分析

できない。

最後に，公共資本は労働や民間資本と同じよ

うな生産要素であるのかという問題がある。公

共資本は生産要素として直接的に生産に貢献し

ているのではなく，技術進歩率を向上させるこ

とで間接的に影響しているのかもしれないが，

生産関数では2種類の効果を区別して分析する

ことは困難である。

4.費用関数・利潤関数アプローチ

公共資本の生産性に関する研究は，当初は生

産関数アプローチが中心であったが，前節で述

べたような欠点があることから，費用関数ある

いは利潤関数による研究が増えてきている。生

産関数アプローチでは，生産要素と生産量の技

術的な関係のみが分析されるが，生産要素の組

み合わせや投入量と生産量は企業の費用最小化

行動及び利潤最大化行動によって同時に決定さ
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れているものである。費用関数あるいは利潤関

数を用いた研究では，公共資本が企業の最適化

行動を通じて生産性に与える影響を分析するこ

とができる。

(1 )Morrison and Schwartzの研究

費用関数を用いた研究としてMo出son and 

Schwartz (1996)の研究を取り上げる。企業

の費用関数は，企業が公共資本の費用を負担し

ないならば(20・1)式，公共資本の費用を負担す

る場合は(20・2)式である。

C = vc +PKK 
C = vc +PKK +PGG 

(20・1)

(20・2)

ここで， cは総費用，vcは可変費用 Kは
民間資本， Gは公共資本，Pkは民間資本の使

用者費用，PGは公共資本の使用者費用である。

また，可変費用vcは民間資本，公共資本，価
格，生産量，技術進歩(時間)の関数である。

可変費用を公共資本について偏微分すると，

公共資本のシャドーバリュー ZGが得られる。

ZG =ーθVC/θG (21) 

シャドーバリューは，公共資本の増加によって

節約される企業の費用を示している。同様に，

民間資本のシャドーバリューは

ZK = θVC/θKである。最適な公共資本スト

ック量は，公共資本のシャドーバリュ -ZGと

使用者費用PGが等しい(ZG= PG)ときに達成さ

れる。

このシャドーパ:リューは，弾;力'性あるいはシ

ャドーシェアとして表すことができる。公共資

本のシャドーシェアは(22)式であり，公共資本

が1%増加したときに，企業の費用が何%減少

するかを示している。

ZGG θlnC 
一一=一一一 (22) 

G C θlnC 

生産性の成長を費用の節減としてとらえ，費

用の時間に対する弾力性を次式で表す。

y ~~ Vj ~*G ~*K 
-ert = εrv~-~S; ~-S:'一一心 (23) 

山 ~'y j J ，う V G "K 

ここで， ，うは生産要素j，今は総費用に占める

生産要素jのシェア，yは生産量，変数の上の

ドットは時間に関する微分である。 CCYは費用

の生産量に対する短期の弾力性である。長期の

弾力性をC~Y とすると，短期の弾力性εCY は次式

で表すことができる。

ECy=EEy-ECKEKY-ECGEGY(24) 

弾力性εもyがlならば規模に関して収穫一定， 1 

より小さければ収穫逓増 1より大きければ収

穫逓減である。

(23)式と (24)式を用いると，生産性の成長

εYtを次式で表すことができる。

Y K~ G 
εVt ーら一(εrv-1)一-crl<一+S:， =-

日 Y し"K VG 

Y Y K 
= εnー (ε九一 1)τ+εε肝一一εv一

'y し" '"  Y し"K

+SJZ-SJEGY;ω  

最後の式の右辺の第5項と第6項が，公共資本

が生産性に及ぼす効果である。第5項はシャド

ーシェアを乗じた公共資本の成長率であり，公

共資本が生産性に及ぼす直接的効果を表してい

る。第6項は経済成長による間接的効果であ

る。これより，公共資本の生産性に及ぼす効果

が正であるためには，公共資本のシャドーシェ

アが正であることと公共資本の増加率が経済成

長率よりも高いことが必要である。

Morrison and Schwartzは，費用関数，生産

要素の需要関数，生産物の価格関数を同時推定

し，その結果を用いて， (25)式の第5項と第6

項の大きさを算出している。彼らが推定した費

用関数は一般化レオンチェフ関数であり，この

関数は生産要素の代替性に関して，コブダグラ

ス型などと比較してよりフレキシブルであると

いう利点がある。推定に用いられたデータ

は， 1970年~1987年の年次データであり，アメ

リカを 4地域に分割し推定を行っている。
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推定結果から得られた公共資本のシャドーバ

リューは正であり，公共資本は企業にとって正

の限界生産力をもつことが示されている。ただ

し，民間資本のシャドーバリューよりは小さ

い。シャドーバリューの大きさから，公共資本

へ100万ドル投資すると，各地域では年間16万

~18万ドルの費用が節減されると推計される。

また，公共資本のシャドーバリューと使用者費

用を比較すると，シャドーバリューは使用者費

用を上回っており，最適な水準には達していな

い。ただし，これは使用者費用の推計方法にも

依存する。

彼らの推計結果では，公共資本はアメリカ北

東部の生産性の成長を0.15~0.25%高めている

一方で，南西部では投資不足により 0.8~ 1 % 

低下させている。公共資本は，生産性に対して

正の効果を持っているが，公共資本の増加率が

低下していることによってその効果は年々低下

している((25)式の第5項が小さくなる)。つ

まり，生産性の低下は経済成長と比較して公共

資本への投資が不足していることが一因と考え

られる((25)式の第5項と第6項の差が小さく

なる)。

生産要素の価格が一定のときに，ある生産水

準を生産するために必要な費用が低下すること

は生産性の向上を意味する。費用関数アプロー

チは，公共資本整備による費用節減から，生産

性の改善を計測しようとするものである。 Mor-

rison and Schwartzでは，公共資本整備が生産

性の改善をもたらすという結果が得られている

が，その効果の大きさはJ¥schauer(1989)など

の生産関数アプローチによる結果と比較すると

小さい。

(2)Lynde and Richmondの研究

利潤関数を用いた研究としてLyndeand 

Richmond (1993)を取り上げる。生産関数は

次式で表す。生産量qは付加価値ではなく中間

投入を含めた総産出としており，公共資本が中

間財に及ぼす効果をとらえることができる。

q = F(K，L，G，M，t) (26) 

ここで，Mは中間財の投入を表す。P，PK，PL，PM

をそれぞれ生産物，民間資本，労働及び中間財

の価格とすると，名目付加価値Vは(27)式，実

質付加価値は y(28)式で表すことができる。

V =pq -PMM 

y = q -PMM 

(27) 

(28) 

ここで， PM= PM/Pであり中間財の実質価格

を示す。要素市場が競争的であるならば，中間

財の限界生産力は実質価格に等しい。

θF 
(K，L， G，M， t) = PM θ'M ，--， ，-，--， ，川

(29)式をMについて解くと，

(29) 

M=ゆ(K，L，GぅPM，t) (30) 

が得られ，実質付加価値は次式で表すことがで

きる。

y = F(K，L，G，ゆ(K，L，G，PM，t)，t)

ー ρMゆ(K，L，G，PM，t)

= H(K，L，G，PM，t) (31) 

次に，この生産関数を用いて利潤最大化問題

を(32)のように定式化する。

ma写[py-PKK -PLLl 
y，l¥.，L 
subject ω Y =H(K，L，G，PM，t) (32) 

この問題の解y*，K¥ L*から次式の利潤関数

が導出される。

官学 =py*-PkK水 -PLL*

=日(P，PK，PL，G，PM，t) (33) 

この利潤関数を用いると，利潤シェアが以下の

ように求まる。
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(34・3)

θln n PMM* 
一一=ーーァ=-s:， ， (34'4) 
θlnPM 7fや iYl ' 

ここで，M* =ゆ(KヘLヘG，PAわけである。関数

FをK，L， G， Mについてλの同次関数と

すると次式が成り立つ。

θln n 
= s~ =入+(入ー 1)(ヰ+S{ + S;) (35) 

θlnG 

(35)式より， λ=1 (規模に対して収穫一定)

とすると，利潤関数は(36)式のような特別な形

をとる。

π 日本(P，PK，PL，PM' t)G (36) 

競争状態で，規模に関して収穫一定の場合は次

式が成り立つ。

θH 
py* =PKK*+PLL*+p一一G (37) 

θG 

(37)式の右辺第3項は公共資本から生じる利潤

を表している。

(31)式を時間 tで微分すると，生産性の成長

を表す次式が導かれる。

S~*Æ • θH 
.9 = O~ K +計十恥一町M+::. v:~ (38) 
sy ろろろ ydt

ここで，タはタjyを表し，タは時間による微分で

ある o s; = 1 + s; + s~ と (35)式を用いてst ， se 
を消去すると次式が導出される。

σ一正)一号(t-£)=4(d-t)
~y ~y 

乙~ sz，，， ^θH  
+(入ー 1)(1+菩)G-(ーさ)ρM+Ttア

日y ~y ν 

(39)式の左辺は全要素生産性を表している。右

(39) 

辺は4つの要因， 1)公共資本/労働力比率の

成長， 2)収穫一定ではないことの影響， 3) 

中間財価格が変化することの影響， 4)残差と

して表される技術進歩から構成される。

Lynde and Richmondは，利潤関数をトラン

スログ型関数と仮定し利潤シェアの推定を行っ

ている。トランスログ型関数は，一般化レオン

チェフ関数と同様に生産要素の代替性に関して

フレキシブルであるという利点がある。さら

に，データには検定の結果，非定常性が見られ

たので，それを考慮した推定方法が用いられて

いる。

利潤シェアの推定結果から (38)式を算出し，

以下のような結果が得られている。

労働生産性の成長率は， 1959年~1973年と

1975年~1989年を比較すると 1%低下してい

る。そのうち， 41%は公共資本/労働力比率の

寄与の低下であり，残りの59%が2) ~ 4)の

影響であった。

公共資本の生産に対する弾力性は，推定期間

中の平均で0.20であった。これはAschauerの推

定結果0.39の半分である。

(3)費用関数・利潤関数アプローチの課題

費用関数あるいは利潤関数を用いた既存研究

の多くは，公共資本が生産性に与える影響は正

であるという結果を得ているが，その大きさは

生産関数アプローチと比較すると小さい。ま

た，推定に用いられているデータの種類や推定

手法によって，公共資本の効果の大きさは様々

である。公共資本の最適な水準については，多

くの研究は公共資本の水準は過小であるとして

いる。

費用関数・利潤関数アプローチについては，

次のような課題が指摘されている。第 lに，生

産関数アプローチでは生産要素が外生であるた

め，同時性のバイアスが生じるという欠点があ

ったが，費用関数・利潤関数アプローチでは価

格が外生として扱われている。生産要素は外生

ではないが，依然として同時性の問題は残って

いる。

第2に，費用関数・利潤関数はトランスログ

型関数や一般化レオンチェフ型関数として定式

化されているが，これらの関数型は推定のため

に多くのデータが必要であり，また多重共線性

が生じやすい。しかし，代替補完関係をほとん

ど制約しないフレキシブルな関数型であること

は大きな利点である。
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第3に，生産関数アプローチと同様に既存研

究の多くは，データの時系列的な特性を十分に

分析していないことである。時系列データが非

定常性を示す場合には，回帰分析は見かけ上の

回帰にすぎない可能性があり，意味のある推定

を行うためにはエラー修正モデル等の時系列分

析の手法を適用する必要がある。

費用関数・利潤関数アプローチは企業の最適

化行動を分析に取り入れるという大きな利点が

あるが，以上のように生産関数アプローチの課

題の多くは解決されずに残されている。

5. V A Rアプローチ

V AR(Vector Auto Regression)は，できるだ

け経済的な制約を課さないことによって生産関

数や費用関数・利潤関数アプローチで生じた課

題を解決しようとするものである。(40)式に， 2

変量VARモデルの例を示す。

Xt = alXtー1+ ・+apXt_p + b1 Zt-l 
・・・+bp Zt-p + Ult (40・1)

Zt = CIXt_l +・・・+CpXt-p + d1 Zt-l 
・・+dp Zt-p + U2t (40・2)

ある変数聞の因果関係を検証する場合，グレ

インジャーの因果関係テストが行われる。ある

変数xをそのラグのみで予測する場合よりも，

他の変数Zのラグも加えて予測した方が予測精

度が改善するならば zはグレインジャーの意

味で因果関係があると呼ばれる。次式では， (41 

・2)式の予測精度が(41・1)式を上回るならば，

z → xの因果関係がある。
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(41・2)

同様に変数聞の因果関係を検証する分析とし

て，インパルス応答分析がある。インパルス応

答分析では，撹乱項のショックが時間的にどの

ように波及していくかが分析される。撹乱項の

ショックが各変数に与える時間的影響は， VAR 

モデルをVMA(VectorMoving Average)モデル

に書き換えることで分析できる。 VMAモデル

は， (42)式のようにVARモデルを逐次代入す

ることで得られる。

Xt = Ult + B1 Ult-l + B2 Ult-2 +・・・ (42) 

VARモデルはいくつかのVMAモデルに対応

するので， VMAモデルに変換する際に，何ら

かの経済構造を仮定するならば， VARモデル

の大きな利点が失われてしまう。さらに， VAR 

モデルをVMAモデルに変換するためにはVAR

モデルが安定的である必要があり，安定性の十

分条件は変数が定常あるいは共和分することで

ある。

VARモデルを生産関数，費用関数あるいは

利潤関数アプローチと比較すると次のような違

いがある。第 lに，生産関数アプローチ等では

あらかじめ経済理論から因果関係を想定する必

要がある。一方， VARモデルでは事前に因果

関係を想定することなく分析する事ができる。

第2に， VARモデルでは公共資本が民間資

本等を通じて生産性に影響を及ぼす間接的効果

を分析することができる。費用関数アプローチ

では，生産要素聞の代替補完関係を分析するこ

とが可能で、あるが，生産関数アプローチでは困

難である。

第3に， VARモデルの欠点は生産構造を明

らかにできないので，弾力性の推定が難しいこ

とである。インパルス応答分析からショックに

対する長期的な効果としてのみ弾力性を推定す

ることができる。

MacMillin and Smyth (1994)は， VARモデ

ルと生産関数アプローチを比較するために，生

産関数の変数である民間資本 l単位当たりの生

産物，民間資本 l単位当たりの労働時間，民間

資本1単位当たりの公共資本，エネルギーの相

対価格，インフレ率を変数としてVARモデル

を推定している。公共資本及び民間資本は稼働

率で調整された値を用いている。インパルス応
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答分析と分散分析の結果，民間資本 l単位当た 仮定されており，稼働率も説明変数に用いられ

りの公共資本は生産物に大きな影響を与えない

ことが示されている。しかし，彼らはデータの

定常性を検証していないので，見せかけの回帰

になっている可能↑生がある。

S旬rrn，Jacobs and Groote (1995)は，オラ

ンダの1853年~1913年のデータを用いて，投資

額と生産物に関するVARモデルの推定を行っ

ている。 ADFテスト(AugmentedDickey同Fuller

test)によって機械投資，インフラ投資，生産物

のデータの定常性を確認している。グレインジ

ャーの因果関係テスト及びインパルス応答分

析，分散分析の結果から，インフラ投資は生産

物に大きな影響を与えることが示されている O

しかし，インフラが機械投資を通じて生産物に

影響する間接効果は認められなかった。

VARモデルを用いた公共資本の生産性に関

する研究は，まだ事例も少なく，明確な結論は

得られていない。

6.日本での研究

海外で公共資本の生産性に関する研究が盛ん

に行われる一方で，最近，日本でも研究が活発

になっている。日本での研究の多くは，生産関

数アプローチによる分析である。

岩本(1990)は， 1955年~1984年の全国データ

を用いてコブダグラス型生産関数を推定してい

る。規模に関しては収穫一定が仮定されてお

り，民間資本には稼働率を乗じた値が用いられ

ている。誤差項に関して一階の系列相関を仮定

した推定結果では，公共資本の弾力性は0.238

である。

三井・井上 (1992)ではCES型生産関数が推

定されている。コブダグラス型生産関数とCES

型生産関数との違いは，コブダグラス型では代

替の弾力性がlと仮定されているのに対して，

CES型では代替の弾力性が1に限らず一定な値

であると仮定されていることである。岩本

(1990) と同様に，規模に関しては収穫一定が

ている。 1966年~1988年までの全国データで推

定した公共資本の弾力性は0.14である。

浅子他 (1994)は， 1975年~1988年の都道府

県のデータを用いてコブダグラス型生産関数を

推定している。規模に関して収穫一定を仮定し

た場合の公共資本の弾力性はO.097~0. 1l2であ

り，都道府県別ダミー変数を用いた場合には

0.259と大きくなる。海外の研究事例では，地

域レベルのクロスセクション・データを用いて

推定した場合の公共資本の弾力性は，全国レベ

ルのデータから推定した弾力性よりも小さい値

が得られているが，浅子他でも同様の結果が得

られている。クロスセクション・データでは推

定値が小さくなる理由として，さまざまな地理

的・地勢的環境下にある都道府県が同列に扱わ

れ，生産技術の違いが十分考慮されない可能性

があり，また，道路・港湾・空港から農業基盤，

生活基盤へと公共資本にはさまざまな種類があ

り，その内容は都道府県別に異なることが指摘

されている。

日本での研究では，公共資本のデータを研究

者が推計している場合が多く，データによって

も推定結果に違いが生じていると思われる。公

共資本や民間資本に関する時系列地域別のデー

タの整備が望まれる。なお，日本における生産

関数アプローチの研究は，公共資本全般に関し

ては三井・太田(1995)，道路資本に関してKuni-

hisa and Kaiyama (1998)を参照されたい。

7.おわりに

本稿では，公共資本の生産性に関する研究動

向について，その分析手法により生産関数アプ

ローチ，費用関数・利潤関数アプローチ， VAR 

アプローチに分類して概説した。

生産関数アプローチでは，公共資本が生産性

を高めるという結果が得られているが，推定さ

れた公共資本の弾力性は過大であると指摘され

ている。さらに，公共資本と生産の因果関係が
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明らかでないこと，関数形の特定化が制約的で

あること，時系列データの特性が十分考慮され

ていないために見かけ上の相関の可能性がある

ことなどが課題とされている。

一方，利潤関数・費用関数アプローチは企業

行動に基づくという利点があるが，生産関数ア

プローチで指摘された課題の多くは残されてい

る。既存研究の多くでは，公共資本は企業の費

用を節減し，利潤を増加させるという結論が得

られている。しかし，その効果の大きさは生産

関数アプローチによる効果よりも小さい。

VARアプローチは，先験的な因果関係を想

定しないことで，生産関数アプローチ等で生じ

る課題を避けようとする手法である。しかし，

研究例が少ないため公共資本の生産性について

は確かな結論は得られていない。

今後の研究としては，以下のような諸点が課

題である。第 lに，公共資本の混雑現象やスピ

ルオーバー効果といった外部性を分析すること

が必要である。道路整備の場合にはネットワー

ク効果も重要である。

第2に，生産性に影響を及ぼす要因は公共資

本だけではなく，エネルギ一価格など多様な要

因が考えられる。公共資本の生産性を詳細に検

討するためには，多様な要因を取り込んだ構造

方程式モデルによる分析も有用であろう。

第3に，公共資本には道路などの産業関連資

本から生活関連資本まで多くの種類が含まれて

いる。公共資本が生産性に与える影響は，その

種類によって異なるであろう。さらに，生産性

も公共資本から受ける影響は産業によって異な

ると考えられる O 公共資本の種類や産業別の分

析が重要である。

最後に，既存研究の多くはデータの時系列的

な特性について注意を払っていないが，公共資

本と生産性が長期的に安定的な関係にあるのか

どうか検討する必要がある。
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